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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

回次 第71期中 第72期中 第73期中 第71期 第72期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 9,368 9,089 13,075 18,336 18,071

経常利益 (百万円) 281 311 234 368 382

中間(当期)純利益 (百万円) 172 140 223 277 272

純資産額 (百万円) 5,602 7,603 7,348 8,117 5,233

総資産額 (百万円) 26,690 29,154 39,470 29,119 35,163

１株当たり純資産額 (円) 160.08 217.25 287.29 231.60 204.60

１株当たり中間(当期) 
純利益 

(円) 4.93 4.02 8.76 7.56 7.39

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 21.0 26.1 18.6 27.9 14.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △187 △897 △268 407 229

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △431 △327 △639 106 △876

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,178 1,538 578 △601 2,161

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 1,690 1,355 2,228 1,042 2,557

従業員数 (名) 67 62 89 73 97



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

回次 第71期中 第72期中 第73期中 第71期 第72期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 8,583 8,495 8,733 16,647 16,683

経常利益 (百万円) 251 322 165 319 356

中間(当期)純利益 (百万円) 141 185 168 237 242

資本金 (百万円) 1,750 1,750 1,750 1,750 1,750

発行済株式総数 (千株) 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000

純資産額 (百万円) 6,534 8,571 9,852 9,040 7,817

総資産額 (百万円) 26,669 29,812 39,854 29,539 32,760

１株当たり純資産額 (円) 186.71 244.91 328.49 257.97 260.13

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 4.05 5.31 5.62 6.42 6.53

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ― 4 5.5

自己資本比率 (％) 24.5 28.7 24.7 30.6 23.9

従業員数 (名) 45 45 45 46 45



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はあ

りません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は、就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の従業員の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は、就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループの労働組合は、塩水港精糖労働組合と称し、昭和40年７月に結成され、平成17年９月30日現在の組

合員数は32名(子会社への出向社員を含む)であります。 

なお、労使関係は円滑な関係にあり、会社と組合との間に特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

食品事業 88 

その他事業 1 

合計 89 

従業員数(名) 45 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は企業収益の改善や株価の上昇等、景気の踊り場脱却への期待が高まっ

てきたものの、個人消費が本格的な回復には至らず、また原油価格の高騰等による先行き懸念が残る状況で推移し

ました。 

精糖業界は、国内需要は僅かながら減少する中で、依然として安価な加糖調製品の輸入増加が続き、販売競争は

激化し厳しい市場環境下にありました。 

海外原糖市況は、期初10.38セント(ポンド当たりニューヨーク粗糖現物相場。以下同じ。)で始まり、インドやタ

イの減産予想の中、需要は堅調に推移しました。原油価格の高騰から最大の輸出国であるブラジル国内で砂糖きび

から自動車燃料向けアルコールが増産となり、同国の砂糖の輸出に影響が出るとの思惑から原糖相場に投機資金が

入り、相場は上昇基調が続き、12.26セントの期中最高値で当中間期を終了しました。 

国内精糖市況は、東京上白糖現物相場は期初134～135円(１㎏当たり。以下同じ。)で始まりましたが、その後は

海外原糖市況の上昇を受けて５月中旬には135円～136円となり、そのまま当中間期を終了しました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は以下のとおりです。 

① 食品事業 

砂糖営業部門は、東西両共同生産工場における一層の効率化に努めました。業務用製品につきましては、顧客

ニーズへのきめ細かな対応と技術サービスの強化に努めたものの、販売数量は前年同期並みでした。家庭用製品

につきましては、量販店向けの取組みを強化した結果、販売数量は前年同期をやや上回りました。以上により、

同部門全体の売上高は、株式会社パールエースが連結子会社となったことに伴い、11,661百万円(前年同期比

3,903百万円増)となりました。 

乳果オリゴ糖部門は、健康志向が高まる中、オリゴ糖の効果をとりあげた健康関連のテレビ放映や雑誌記事な

どの影響を背景として、オリゴ糖の機能の啓発に重点をおいた販促活動に取組んでまいりました。その結果、市

販及び薬系用「オリゴのおかげ」シリーズ製品の販売数量は前年同期に比べ171％となりました。一方、業務用乳

果オリゴ糖については、積極的に新規ユーザーの開拓及び既存ユーザーフォローに努めました。当社乳果オリゴ

糖関連商品の厚生労働省「特定保健用食品」許可の取得数が30に達しました。平成17年２月に新特定保健用食品

制度がスタートし、７月に特定保健用食品の関与成分として正式に認められたものの販売数量は伸び悩みまし

た。 

以上により、同部門全体では売上高は615百万円(前年同期比132百万円増)となりました。 

サイクロデキストリン(CD)部門は、飲料用途向けに分岐CDを中心に新規需要の開拓に努めましたが、CD一次品

(素材としてのCDそのもの)及びCD二次品(CDで加工した製品)とも販売数量はほぼ前年同期並みとなり、同部門全

体の売上高は411百万円(前年同期比33百万円減)となりました。 



研究開発部門においては、整腸機能と免疫調節機能を有するα－結合ガラクトオリゴ糖及び肝機能改善効果を有

する栄養ドリンク素材グルクロン酸の開発等に努めました。抗がん剤タキソールに関しては、引き続き研究開発

に努めると共に技術提携を視野に入れた取組みを行いました。CDの分野では健康食品、化粧品分野を中心に新規

用途の開拓を目的とした研究開発に、乳果オリゴ糖の分野では整腸効果以外の新たな機能に関する研究開発に、

それぞれ努めました。また、スリランカ原産の「コタラヒム」に関しては、引き続き条件付き特定保健用食品の

許可取得を視野に入れ、安全性・有用性の検証と新規機能の開発に努めました。 

以上の結果、食品事業の売上高は12,688百万円(前年同期比4,002百万円増)となりましたが、原料糖及び燃料費

等の高騰により、営業利益は415百万円(前年同期比134百万円減)となりました。 

② その他事業 

不動産賃貸部門は、当社は当社所有に係る大阪工場設備等を関西精糖株式会社に賃貸しています。売上高は387

百万円(前年同期比16百万円減)、営業利益は42百万円(前年同期比11百万円減)となりました。 

以上の結果、当中間連結会計期間の連結業績につきましては、売上高は13,075百万円(前年同期比3,985百万円

増)、経常利益は234百万円(前年同期比76百万円減)、中間純利益は223百万円(前年同期比83百万円増)となりまし

た。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益は342百万円(前年同期比

76百万円増)であり、売上債権の増加等により△268百万円(前年同期比629百万円増)となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出等により△639百万円(前年同期比312百万

円減)となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の増加等により578百万円(前年同期比959百万円減)となりま

した。 

  

以上により、現金及び現金同等物の中間期末残高は2,228百万円(前年同期比872百万円増)となりました。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

受注生産は行っておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

  ㈱パールエースは平成17年３月の株式取得に伴い連結子会社となったため、当中間連結会計期間より販売実績は記載して

おりません。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

食品事業 8,635 104.6 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

食品事業 12,688 146.1 

その他事業 387 95.8 

合計 13,075 143.9 

相手先 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

販売高
(百万円) 

割合(％)
販売高 
(百万円) 

割合(％) 

㈱パールエース 8,390 92.3 ― ―



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

研究開発活動は食品事業のみであり、当社及び株式会社横浜国際バイオ研究所が行っております。 

研究開発部門においては、整腸機能と免疫調節機能を有するα－結合ガラクトオリゴ糖及び肝機能改善効果を有する

栄養ドリンク素材グルクロン酸の開発等に努めました。抗がん剤タキソールに関しては、引き続き研究開発に努める

と共に技術提携を視野に入れた取組みを行いました。CDの分野では健康食品、化粧品分野を中心に新規用途の開拓を

目的とした研究開発に、乳果オリゴ糖の分野では整腸効果以外の新たな機能に関する研究開発に、それぞれ努めまし

た。また、スリランカ原産の「コタラヒム」に関しては、引き続き条件付き特定保健用食品の許可取得を視野に入

れ、安全性・有用性の検証と新規機能の開発に努めました。 

なお、当中間連結会計期間の研究開発費は84百万円であります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

当中間連結会計期間に以下の設備について減損損失を計上いたしました。なお、以下の設備は当中間連結会計期

間に売却済であります。 

  

  

(2) 国内子会社 

該当事項はありません。 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメント 
の名称 

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名) 建物及び

構築物 
土地
(面積㎡) 

合計 

軽井沢土地 
(長野県北佐久郡軽井沢町) 

食品事業 遊休土地 ―
40

(2,298) 
40 ―

藤沢土地 
(神奈川県藤沢市) 

食品事業 
産業廃棄物
処理施設 

643
196

(5,892) 
840 ―



２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月16日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 35,000,000 35,000,000
東京証券取引所
(市場第２部) 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 35,000,000 35,000,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

― 35,000 ― 1,750 ― 345



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 株式会社パールエース及び南西糖業株式会社が所有している上記株式については、商法第241条第３項の規定により議決

権の行使が制限されております。 

２ 三菱信託銀行株式会社は平成17年10月１日付でUFJ信託銀行株式会社と合併し、三菱UFJ信託銀行株式会社となりました。

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が43,000株含まれております。なお、「議

決権の数(個)」には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数43個は含まれておりません。 

２ 単元未満株式には当社所有の自己株式55株が含まれております。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目６－３ 8,400 24.00

塩水港精糖株式会社 東京都中央区日本橋堀留町２丁目９－６ 5,006 14.30

株式会社パールエース 東京都千代田区大手町１丁目１－２ 4,166 11.90

株式会社みずほコーポレート 
銀行 

東京都千代田区丸の内１丁目３－３ 1,743 4.98

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 795 2.27

三菱信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 603 1.72

大東通商株式会社 東京都千代田区霞が関３丁目７－１ 500 1.43

南西糖業株式会社 東京都中央区日本橋馬喰町１丁目14－５ 500 1.43

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１－５ 451 1.29

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２丁目27－２ 345 0.99

計 ― 22,509 64.31

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

9,672,000 
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

25,301,000 
25,258 同上

単元未満株式 
普通株式 

27,000 
― 同上

発行済株式総数 35,000,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 25,258 ― 



② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第２部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
塩水港精糖株式会社 

東京都中央区日本橋堀留町
二丁目９－６ 

5,006,000 ― 5,006,000 14.30

(相互保有株式) 
株式会社パールエース 

東京都千代田区大手町 
１丁目１－２ 

4,166,000 ― 4,166,000 11.90

南西糖業株式会社 
東京都中央区日本橋馬喰町
１丁目14－５ 

500,000 ― 500,000 1.43

計 ― 9,672,000 ― 9,672,000 27.63

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 424 375 355 374 392 420

最低(円) 341 284 305 328 331 361



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)は、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項のただし書

きにより、改正前の中間連結財務諸表規則を適用しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)は、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項のただし書きに

より、改正前の中間財務諸表等規則を適用しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)並びに当中間連結会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表について、新日本監査法人の中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  
  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金 (※2)   1,355 2,358   2,620 

２ 受取手形及び売掛金     1,419 2,093   1,556 

３ 有価証券 (※2)   180 10   90 

４ たな卸資産     2,040 2,407   2,101 

５ 繰延税金資産     62 121   53 

６ その他     711 782   904 

  流動資産合計     5,770 19.8 7,773 19.7   7,326 20.8

Ⅱ 固定資産           

(1) 有形固定資産 (※1,2)         

１ 建物及び構築物     5,059 4,865   5,345 

２ 機械装置及び運搬具     2,737 2,680   2,712 

３ 工具器具及び備品     50 63   60 

４ 土地     5,584 5,347   5,584 

５ 建設仮勘定     184 80   89 

有形固定資産合計     13,616 46.7 13,036 33.0   13,792 39.2

(2) 無形固定資産           

１ 連結調整勘定     ― 90   100 

２ その他     12 734   837 

無形固定資産合計     12 0.0 825 2.1   938 2.7

(3) 投資その他の資産           

１ 投資有価証券 (※2)   9,612 17,573   12,897 

２ 長期貸付金     19 55   18 

３ 繰延税金資産     18 18   67 

４ その他     105 187   122 

投資その他の資産合計     9,754 33.5 17,834 45.2   13,105 37.3

固定資産合計     23,384 80.2 31,696 80.3   27,837 79.2

資産合計     29,154 100.0 39,470 100.0   35,163 100.0

             



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び買掛金     378 1,239   1,041 

２ 短期借入金 (※2)   13,209 17,624   20,845 

３ 未払法人税等     129 126   15 

４ 未払消費税等     94 60   98 

５ 賞与引当金     62 87   84 

６ その他     1,105 1,393   1,425 

流動負債合計     14,979 51.4 20,531 52.0   23,511 66.9

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金 (※2)   3,801 6,907   2,965 

２ 繰延税金負債     975 3,104   1,685 

３ 退職給付引当金     1,275 1,360   1,332 

４ 役員退職慰労引当金     154 85   172 

５ その他     366 132   262 

固定負債合計     6,572 22.5 11,590 29.4   6,418 18.2

負債合計     21,551 73.9 32,121 81.4   29,929 85.1

(少数株主持分)           

少数株主持分     ― ― ― ―   ― ―

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     1,750 6.0 1,750 4.4   1,750 5.0

Ⅱ 資本剰余金     345 1.2 170 0.4   170 0.5

Ⅲ 利益剰余金     2,819 9.7 3,158 8.0   3,091 8.8

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金     2,689 9.2 5,877 14.9   3,829 10.9

Ⅴ 自己株式     △1 △0.0 △3,608 △9.1   △3,608 △10.3

資本合計     7,603 26.1 7,348 18.6   5,233 14.9

負債、少数株主持分 
及び資本合計     29,154 100.0 39,470 100.0   35,163 100.0

             



② 【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     9,089 100 13,075 100   18,071 100

Ⅱ 売上原価     6,937 76.3 10,880 83.2   13,936 77.1

売上総利益     2,152 23.7 2,194 16.8   4,134 22.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 (※1)         

１ 販売費   1,205   944 2,411   

２ 一般管理費   646 1,851 20.4 1,098 2,043 15.6 1,275 3,686 20.4

   営業利益     300 3.3 151 1.2   447 2.5

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   3   11 8   

２ 受取配当金   83   67 83   

３ 持分法による投資利益   0   130 0   

４ 雑収入   11 98 1.1 53 262 2.0 22 115 0.6

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   81   142 173   

２ 雑損失   6 88 1.0 36 179 1.4 7 181 1.0

   経常利益     311 3.4 234 1.8   382 2.1

Ⅵ 特別利益           

１ 投資有価証券売却益   118   1,174 269   

２ 会員権売却益   ― 118 1.3 3 1,177 9.0 ― 269 1.5

Ⅶ 特別損失           

１ 役員退職慰労金   40   200 40   

２ 建物除却損   102   3 115   

３ 減損損失 (※2) ―   865 ―   

４ 投資有価証券評価損   ―   ― 4   

５ 会員権評価損   13   ― 14   

６ 会員権売却損   ―   ― 0   

７ 退職給付会計変更 
時差異処理額   5   ― 10   

８ その他特別損失   ― 163 1.8 ― 1,070 8.2 31 217 1.2

  税金等調整前 
  中間(当期)純利益     266 2.9 342 2.6   435 2.4

  法人税、住民税 
  及び事業税   133   123 224   

  法人税等調整額   △7 125 1.4 △4 118 0.9 △61 162 0.9

  中間(当期)純利益     140 1.5 223 1.7   272 1.5

            



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   345 170   345

Ⅱ 資本剰余金減少高     

  自己株式処分差損 ― ― ― ― 175 175

Ⅲ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高 

  345 170   170

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   2,831 3,091   2,831

Ⅱ 利益剰余金増加高     

  中間(当期)純利益 140 223 272 

  連結子会社増加に伴う 
  利益剰余金増加高 

― 140 ― 223 140 412

Ⅲ 利益剰余金減少高     

  配当金 139 142 139 

  役員賞与 12 152 15 157 12 152

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高 

  2,819 3,158   3,091

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前中間(当期) 
純利益 

 266 342 435 

２ 減価償却費  300 402 590 

３ 減損損失  ― 865 ― 

４ 連結調整勘定償却額  ― 10 ― 

５ 退職給付引当金の増減額  △23 27 34 

６ 役員退職慰労引当金の 
増減額 

 △7 △87 10 

７ 賞与引当金の増減額  1 3 24 

８ 貸倒引当金の増減額  ― △2 ― 

９ 受取利息及び受取配当金  △86 △78 △92 

10 支払利息  81 142 173 

11 為替差損益  △0 ― △0 

12 持分法による投資損益  △0 △130 △0 

13 有形固定資産除却損  102 3 115 

14 投資有価証券評価損  ― ― 4 

15 投資有価証券売却益  △118 △1,174 △269 

16 その他の投資売却損益  ― △3 0 

17 その他の投資評価損  13 ― 14 

18 売上債権の増減額  △138 △537 32 

19 たな卸資産の増減額  △43 △306 △74 

20 その他の資産の増減額  △220 132 △43 

21 仕入債務の増減額  △540 197 △179 

22 未払消費税等の増減額  0 △37 4 

23 その他の負債の増減額  △149 27 101 

24 役員賞与の支払額  △12 △15 △12 

小計  △572 △215 867 

25 利息及び配当金の受取額  86 102 92 

26 利息の支払額  △81 △145 △184 

27 法人税等の支払額  △330 △10 △545 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △897 △268 229 



  

  
  

    
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

   

１ 定期預金の払戻 
による収入 

 ― 12 ― 

２ 定期預金の預入 
による支出 

 ― △80 △62 

３ 有価証券の売却 
による収入 

 ― 80 100 

４ 有形固定資産の 
取得による支出 

 △415 △458 △959 

５ 有形固定資産の 
売却による収入 

 ― 22 14 

６ 無形固定資産の 
取得による支出 

 ― △40 △21 

７ 投資有価証券の 
取得による支出 

 △159 △1,884 △422 

８ 投資有価証券の 
売却による収入 

 246 1,940 741 

９ 新規連結子会社 
取得による収入 

 ― ― 71 

10 その他の投資の 
取得による支出 

 ― △83 ― 

11 その他の投資の 
売却による収入 

 ― 19 0 

12 貸付による支出  ― △203 △407 

13 貸付金の回収による収入  1 35 70 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △327 △639 △876 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

   

１ 短期借入れによる収入  2,000 1,700 6,700 

２ 短期借入金の返済 
による支出 

 △1,100 △5,126 △2,400 

３ 長期借入れによる収入  1,500 5,000 1,500 

４ 長期借入金の返済 
  による支出 

 △722 △853 △1,548 

５ 自己株式の取得 
による支出 

 △0 △0 △1,950 

６ 配当金の支払額  △139 △141 △140 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 1,538 578 2,161 

Ⅳ 現金及び現金同等物に 
係る換算差額 

 0 ― 0 

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の増減額 

 313 △329 1,514 

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 1,042 2,557 1,042 

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(※1) 1,355 2,228 2,557 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数 ２社(㈱イ

ーエス、㈱横浜国際バイオ研

究所) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数 ３社(㈱パ

ールエース、㈱イーエス、㈱

横浜国際バイオ研究所) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1)     同左 

  

  

(注) ㈱パールエースは平成

17年３月の株式取得に

伴い当連結会計年度よ

り連結子会社となりま

した。なお、みなし取

得日を当連結会計年度

末としているため、当

連結会計年度は貸借対

照表のみを連結してお

ります。 

 (2) 非連結子会社は、㈱おかげさ

まの１社であり、中間連結財

務諸表に及ぼす影響が軽微の

ため連結の範囲から除外して

おります。 

 (2)     同左  (2) 非連結子会社は、㈱おかげさ

まの１社であり、連結財務諸

表に及ぼす影響が軽微のため

連結の範囲から除外しており

ます。 

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法を適用した関連会社数 

   ２社(太平洋製糖㈱、関西製

糖㈱) 

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法を適用した関連会社数 

   ３社(太平洋製糖㈱、関西製

糖㈱、南西糖業㈱) 

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1)     同左 

  

  

(注) ㈱パールエースが連結

子会社となったことに

伴い、同社の関連会社

である南西糖業㈱が当

社の持分法適用関連会

社となりました。 

 (2) 非連結子会社㈱おかげさま及

び関連会社㈱ナルミヤの投資

については、中間連結財務諸

表に及ぼす影響が軽微のため

持分法を適用せず原価法によ

り評価しております。 

 (2)     同左 

  

 (2) 非連結子会社㈱おかげさま及

び関連会社㈱ナルミヤの投資

については、連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微のため持分

法を適用せず原価法により評

価しております。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

  連結子会社の中間決算日は親会

社と同一であります。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

  連結子会社の決算日は親会社と

同一であります。 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

   ａ 満期保有目的の債券 

      償却原価法(定額法) 

   ｂ その他有価証券 

      時価のあるもの 

       中間決算末日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は、全

部資本直入法により

処理し、売却原価

は、移動平均法によ

り算定) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

   ａ 満期保有目的の債券 

同左 

   ｂ その他有価証券 

同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

   ａ 満期保有目的の債券 

同左 

   ｂ その他有価証券 

      時価のあるもの 

       決算末日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は、全部

資本直入法により処

理し、売却原価は、

移動平均法により算

定) 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

      時価のないもの 

       移動平均法による原

価法 

        時価のないもの 

       移動平均法による原

価法 

  ② デリバティブ取引 
     時価法 
  ③ たな卸資産 
     移動平均法による原価法 

  ② デリバティブ取引 
       同左 
  ③ たな卸資産 
       同左 

  ② デリバティブ取引 
       同左 
  ③ たな卸資産 
       同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法 

  ① 有形固定資産 
     建物・構築物・機械及び

装置 
     ……定額法。 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法 

  ① 有形固定資産 
同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法 

  ① 有形固定資産 
同左 

     車両及び運搬具・工具器
具及び備品 

     ……定率法。 

    

     なお、主な耐用年数は以
下のとおりであります。 

建物及び 
構築物 

３～50年

機械装置 
及び運搬具 

４～13年

    

  ② 無形固定資産 
     ソフトウェア 

……定額法(利用可能期
間５年)。 

  ② 無形固定資産 
同左 

  ② 無形固定資産 
同左 

     施設利用権 
     ……定額法。 

    

  ③ 長期前払費用 
     均等償却。 

  ③ 長期前払費用 
同左 

  ③ 長期前払費用 
同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 
  ① 貸倒引当金 
    債権の貸倒れによる損失に

備えるため、回収不能見込
額を計上しております。一
般債権は貸倒実績率法によ
っております。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 
  ① 貸倒引当金 

同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 
  ① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 
    従業員の賞与支出に充てる

ため、支給見込額に基づき
計上しております。 

  ② 賞与引当金 
同左 

  ② 賞与引当金 
同左 

  ③ 退職給付引当金 
    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に
おける退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき、
当中間連結会計期間末にお
いて発生していると認めら
れる額を計上しておりま
す。なお、会計基準変更時
差異(53百万円)について
は、５年による按分額を費
用処理しております。 

    数理計算上の差異について
は、各連結会計年度の発生
時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(10
年)による按分額をそれぞ
れ発生の翌連結会計年度よ
り費用処理しております。 

  ③ 退職給付引当金 
    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に
おける退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき、
当中間連結会計期間末にお
いて発生していると認めら
れる額を計上しておりま
す。 

    数理計算上の差異について
は、各連結会計年度の発生
時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(10
年)による按分額をそれぞ
れ発生の翌連結会計年度よ
り費用処理しております。 

  ③ 退職給付引当金 
    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に
おける退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき、
当連結会計期間末において
発生していると認められる
額を計上しております。な
お、会計基準変更時差異
(53百万円)については、５
年による按分額を費用処理
しております。 

    数理計算上の差異について
は、各連結会計年度の発生
時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(10
年)による按分額をそれぞ
れ発生の翌連結会計年度よ
り費用処理しております。 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ④ 役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 

  ④ 役員退職慰労引当金 

同左 

  ④ 役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく

当連結会計年度末において

発生していると認められる

額を計上しております。 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

    金利スワップについては、

特例処理の要件を満たしてい

るため特例処理を採用してお

ります。 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

    粗糖先物取引及び粗糖オプ

ション取引は繰延ヘッジ処理

を採用しております。金利ス

ワップ取引は特例処理の要件

を満たしているため特例処理

を採用しております。 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段 金利スワップ 

    ヘッジ対象 借入金の利息 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段 粗糖先物取引

及び粗糖オプ

ション取引・

金利スワップ

取引 

    ヘッジ対象 粗糖・借入金

の利息 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

    借入金の金利変動リスクを

回避する目的で金利スワップ

取引を行っております。 

  ③ ヘッジ方針 

    粗糖の価格変動リスクを回

避する目的で粗糖先物取引及

び粗糖オプション取引を行

い、借入金の金利変動リスク

を回避する目的で金利スワッ

プ取引を行っております。 

  ③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

    金利スワップの特例処理の

要件を満たしているため有効

性の判定を省略しておりま

す。 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

    粗糖先物取引及び粗糖オプ

ション取引については、ヘッ

ジ開始時から有効性判定時点

までの期間において、ヘッジ

対象の相場変動とヘッジ手段

の相場変動の累計を比較し、

その変動額の比率によって有

効性を評価しております。金

利スワップ取引は特例処理の

要件を満たしているため有効

性の判定を省略しておりま

す。 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 (6) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

  ① 消費税等の会計処理 

    税抜方式を採用しておりま

す。 

 (6) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

  ① 消費税等の会計処理 

同左 

 (6) その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

  ① 消費税等の会計処理 

同左 



  

    
  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

  手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日の到

来する流動性の高い、容易に換

金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負

わない短期的な投資からなって

おります。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 



会計処理の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日)）及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成15

年10月31日 企業会計基準適用指針

第６号)を適用しております。 

 これにより損益に与える影響はあ

りません。 

――――― 



追加情報 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」(平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号)に従い法人事業税の

付加価値割及び資本割５百万円を、

販売費及び一般管理費に計上してお

ります。 

――――― ――――― 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

(※1）有形固定資産の減価償却累計

額 

  11,376百万円

(※1）有形固定資産の減価償却累計

額 

  11,493百万円

(※1）有形固定資産の減価償却累計

額 

  11,494百万円

(※2）担保に供している資産並びに

担保付債務は次のとおりであ

ります。 

   (担保資産) 
有価証
券 

130百万円

建物及 
び構築 
物 

3,433 〃 (3,433百万円)

機械装 
置及び 
運搬具 

2,736 〃 (2,736 〃 )

土地 1,346 〃 (1,346 〃 )
投資有 
価証券 

4,657 〃  

合計 12,303 〃 (7,516 〃 )

(※2）担保に供している資産並びに

担保付債務は次のとおりであ

ります。 

   (担保資産) 
定期預 
金 

130百万円

有価証
券 

10 〃

建物及 
び構築 
物 

3,899 〃 (3,899百万円)

機械装 
置及び 
運搬具 

2,679 〃 (2,679 〃 )

土地 1,346 〃 (1,346 〃 )

投資有 
価証券 

10,530 〃  

合計 18,596 〃 (7,925 〃 )

(※2）担保に供している資産並びに

担保付債務は次のとおりであ

ります。 

   (担保資産) 
定期預
金 

50百万円  

有価証
券 

90 〃  

建物及
び構築
物 

3,727 〃 (3,727百万円)

機械装
置及び
運搬具

2,711 〃 (2,711 〃 )

土地 1,346 〃 (1,346 〃 )
投資有
価証券

9,029 〃  

自己株
式 

1,949 〃  

合計 18,905 〃 (7,785 〃 )

   (担保付債務) 

   ( )書きは内書で工場財団抵

当並びに当該債務を示しており

ます。 

   上記の他、有価証券のうち50

百万円、投資有価証券のうち60

百万円は輸入糖調整金支払保証

の担保に供しております。 

短期借 
入金 3,113百万円(1,613百万円)

長期借 
入金 3,801 〃 (3,801 〃 )

合計 6,914 〃 (5,414 〃 )

   (担保付債務) 

   ( )書きは内書で工場財団抵

当並びに当該債務を示しており

ます。 

   上記の他、投資有価証券のう

ち60百万円は輸入糖調整金支払

保証の担保に供しております。 

短期借 
入金 5,894百万円(1,894百万円)

長期借 
入金 1,907 〃 (1,907 〃 )

合計 7,801 〃 (3,801 〃 )

   (担保付債務) 

   ( )書きは内書で工場財団抵

当並びに当該債務を示しており

ます。 

   上記の他、投資有価証券のう

ち60百万円は輸入糖調整金支払

保証の担保に供しております。 

短期借
入金 7,859百万円(1,659百万円)

長期借
入金 2,965 〃 (2,965 〃 )

合計 10,824 〃 (4,624 〃 )

  3 偶発債務 

   連結子会社以外の会社の金融

機関からの借入金等に対し

て、次のとおり債務保証を行

っております。 

太平洋製糖㈱ 3,444百万円

  3 偶発債務 

   連結子会社以外の会社の金融

機関からの借入金等に対し

て、次のとおり債務保証を行

っております。 

太平洋製糖㈱ 3,125百万円

  3 偶発債務 

   連結子会社以外の会社の金融

機関からの借入金等に対し

て、次のとおり債務保証を行

っております。 

太平洋製糖㈱ 3,280百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(※1)販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおり

であります。 

１ 販売費 

２ 一般管理費 

販売手数料 263百万円

製品保管輸送費 500 〃 

販売促進奨励費 411 〃 

給料手当賞与金 160 〃 

賞与引当金 
繰入額 

55 〃 

役員退職慰労 
引当金繰入額 

12 〃 

減価償却費 36 〃 

(※1)販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおり

であります。 

１ 販売費 

２ 一般管理費 

製品保管輸送費 506百万円

販売促進奨励費 399 〃 

給料手当賞与金 287 〃 

賞与引当金
繰入額 

82 〃 

役員退職慰労
引当金繰入額 

12 〃 

減価償却費 117 〃 

(※1)販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおり

であります。 

１ 販売費 

２ 一般管理費 

販売手数料 444百万円

製品保管輸送費 995 〃 

販売促進奨励費 813 〃 

給料手当賞与金 389 〃 

賞与引当金
繰入額 

55 〃 

役員退職慰労 
引当金繰入額 

30 〃 

減価償却費 72 〃 

(※2)   ――――― (※2)減損損失 

   当社グループは、以下の資産

グループについて減損損失を

計上しました。なお、当該資

産グループは当中間連結会計

期間に売却済であります。 

   (グルーピングの方法) 

   事業の種類別セグメントを基

本とし、将来の使用が見込ま

れていない遊休資産について

は個々の物件単位でグルーピ

ングをしました。 

   (経緯) 

   上記の土地については、産業

廃棄物処理施設等として利用

してまいりましたが、現在は

遊休資産となっており、時価

が下落していることにより、

帳簿価格を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損

失として特別損失に計上して

おります。 

   (回収可能価額の算定方法) 

   回収可能価額は正味売却価額

により測定しており、売却予

定価額により評価しておりま

す。 

用途 種類 場所
金額

(百万円)

遊休 
資産 

建物及び

構築物 
土地 

神奈川県

藤沢市 
842

遊休 
資産 

土地

長野県

北佐久郡

軽井沢町

23

計 865

(※2)   ――――― 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

該当事項はありません。 
  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(※1)現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

  

現金及び 
預金 

1,355百万円

現金及び 
現金同等物 

1,355百万円

(※1)現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

現金及び
預金 

2,358百万円

３ヵ月超の
定期預金 

△130百万円

現金及び
現金同等物 

2,228百万円

(※1)現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

  

現金及び
預金 

2,620百万円

３ヵ月超の
定期預金 

△62百万円

現金及び
現金同等物 

2,557百万円



(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間末) 

有価証券 

１ 時価のある有価証券 

  

(注) 「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

  

区分 

前中間連結会計期間末
(平成16年９月30日) 

中間連結貸借
対照表計上額(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券   

社債 320 318 △1 

計 320 318 △1 

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(2) その他有価証券   

株式 4,867 9,402 4,534 

計 4,867 9,402 4,534 

区分 

前中間連結会計期間末
(平成16年９月30日) 

中間連結貸借対照表計上額
(百万円) 

子会社株式及び関連会社株式 

非上場株式 
(店頭売買株式を除く) 

56

その他有価証券 

非上場株式 
(店頭売買株式を除く) 

13

計 70



(当中間連結会計期間末) 

有価証券 

１ 時価のある有価証券 

  

(注) 「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

  

区分 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

中間連結貸借
対照表計上額(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券   

社債 140 138 △1 

計 140 138 △1 

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(2) その他有価証券   

株式 5,993 15,921 9,928 

計 5,993 15,921 9,928 

区分 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

中間連結貸借対照表計上額
(百万円) 

子会社株式及び関連会社株式 

非上場株式 1,455

その他有価証券 

非上場株式 66

計 1,521



(前連結会計年度末) 

有価証券 

１ 時価のある有価証券 

  

(注) 「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

  

  

区分 

前連結会計年度末
(平成17年３月31日) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券   

社債 220 218 △1 

計 220 218 △1 

区分 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(2) その他有価証券   

株式 4,874 11,350 6,475 

計 4,874 11,350 6,475 

区分 

前連結会計年度末
(平成17年３月31日) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

その他有価証券 

非上場株式 
(店頭売買株式を除く) 

66

計 66



(デリバティブ取引関係) 

(前中間連結会計期間末) 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いており

ます。 

(当中間連結会計期間末) 

デリバディブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

１ 通貨関連 

  

(注) 時価の算定方法は、当中間連結会計期間末の先物相場の終値を使用しており、評価損益は中間連結損益計算書

に計上しております。 

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は記載しておりません。 

  

２ 商品関連 

  

(注) 時価の算定方法は、当中間連結会計期間末の先物相場の終値を使用しており、評価損益は中間連結損益計算書

に計上しております。 

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は記載しておりません。 

  

(前連結会計年度末) 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いており

ます。 

種類 
契約額等
(百万円) 

契約額等のうち
１年超(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

為替予約取引   

  売建・米ドル 292 ― 298 △5 

  買建・米ドル 131 ― 135 3 

合計 ― ― ― △2 

種類 
契約額等
(百万円) 

契約額等のうち
１年超(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

砂糖先物取引   

  売建 742 ― 811 △68 

  買建 1,086 ― 1,185 99 

砂糖オプション取引   

  売建プット 
  (オプション料) 

464
(18) 

―
(―) 

―
(32) 

― 
(△13) 

  買建プット 
  (オプション料) 

12
(0) 

―
(―) 

―
(0) 

― 
(△0) 

合計 ― ― ― 16 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

  

  
食品事業 
(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は
全社(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

 (1) 外部顧客に 
 対する売上高 

8,685 404 9,089 ― 9,089

 (2) セグメント間の内部 
 売上高又は振替高 

― ― ― ― ―

計 8,685 404 9,089 ― 9,089

営業費用 8,134 350 8,485 303 8,788

営業利益 550 53 604 (303) 300

  
食品事業 
(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は
全社(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

 (1) 外部顧客に 
 対する売上高 

12,688 387 13,075 ― 13,075

 (2) セグメント間の内部 
 売上高又は振替高 

― ― ― ― ―

計 12,688 387 13,075 ― 13,075

営業費用 12,272 345 12,618 305 12,923

営業利益 415 42 457 (305) 151



前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分は、製品系列により決定しております。 

２ 各事業の主要製品 

３ 当中間連結会計期間における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は305百万円(前中間連

結会計期間303百万円、前連結会計年度611百万円)であり、親会社本社の管理部門に係る費用であります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間並びに前連結会計年度については、本邦以外の国又は地域に所在す

る連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間並びに前連結会計年度については、海外売上高がないため該当事項

はありません。 

  

  
食品事業 
(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は
全社(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

17,272 799 18,071 ― 18,071

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

― ― ― ― ―

計 17,272 799 18,071 ― 18,071

営業費用 16,320 691 17,011 611 17,623

営業利益 951 107 1,059 (611) 447

事業区分 主要製品

食品事業 砂糖、オリゴ糖、サイクロデキストリン 

その他事業 工場賃貸



(１株当たり情報) 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 217.25円 １株当たり純資産額 287.29円 １株当たり純資産額 204.60円

１株当たり中間純利益 4.02円 １株当たり中間純利益 8.76円 １株当たり当期純利益 7.39円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎 

 中間連結損益計算書上の中間純利

益 

140百万円 

 普通株式に係る中間純利益 

140百万円 

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

  該当事項はありません。 

 普通株式の期中平均株式数 

34,996,624株 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎 

 中間連結損益計算書上の中間純利

益 

223百万円 

 普通株式に係る中間純利益 

223百万円 

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

  該当事項はありません。 

 普通株式の期中平均株式数 

25,578,534株 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎 

 連結損益計算書上の当期純利益 

272百万円 

 普通株式に係る当期純利益 

257百万円 

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

  利益処分による役員賞与 

15百万円 

 普通株式の期中平均株式数 

34,872,611株 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金 (※2)   1,275 1,377   2,046 

２ 売掛金     1,862 1,890   1,633 

３ 有価証券 (※2)   180 10   90 

４ 棚卸資産     1,429 1,804   1,537 

５ 短期貸付金     379 3,508   265 

６ その他     626 435   388 

流動資産合計     5,752 19.3 9,025 22.6   5,960 18.2

Ⅱ 固定資産           

(1) 有形固定資産 (※ 
1,2)         

１ 建物     3,602 4,052   3,893 

２ 構築物     1,457 812   1,452 

３ 機械及び装置     2,737 2,680   2,712 

４ 土地     5,584 5,347   5,584 

５ その他     234 143   150 

有形固定資産計     13,616 45.7 13,036 32.7   13,792 42.1

(2) 無形固定資産     11 0.0 66 0.2   69 0.2

(3) 投資その他の資産           

１ 投資有価証券 (※2)   9,902 16,776   12,208 

２ 長期貸付金     332 718   549 

３ その他     196 231   179 

投資その他の資産計     10,431 35.0 17,726 44.5   12,937 39.5

固定資産合計     24,059 80.7 30,829 77.4   26,799 81.8

資産合計     29,812 100.0 39,854 100.0   32,760 100.0

            



  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金     260 351   630 

２ 短期借入金 (※2)   13,209 16,624   16,619 

３ 未払法人税等     129 123   12 

４ 賞与引当金     41 46   42 

５ その他     1,156 1,122   1,198 

流動負債合計     14,796 49.7 18,267 45.8   18,502 56.5

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金 (※2)   3,801 6,907   2,965 

２ 繰延税金負債     1,197 3,363   1,951 

３ 退職給付引当金     1,275 1,360   1,332 

４ 役員退職慰労引当金     154 85   172 

５ その他     17 17   17 

固定負債合計     6,445 21.6 11,734 29.5   6,439 19.6

負債合計     21,241 71.3 30,001 75.3   24,942 76.1

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     1,750 5.9 1,750 4.4   1,750 5.3

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金     345 345   345 

資本剰余金計     345 1.1 345 0.9   345 1.1

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金     282 282   282 

２ 任意積立金     2,930 2,930   2,930 

３ 中間(当期)未処分利益     575 620   632 

利益剰余金計     3,787 12.7 3,833 9.6   3,844 11.7

Ⅳ その他有価証券評価 
  差額金     2,689 9.0 5,876 14.7   3,829 11.7

Ⅴ 自己株式     △1 △0.0 △1,952 △4.9   △1,952 △5.9

資本合計     8,571 28.7 9,852 24.7   7,817 23.9

負債・資本合計     29,812 100.0 39,854 100.0   32,760 100.0

            



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     8,495 100 8,733 100   16,683 100

Ⅱ 売上原価     6,557 77.2 6,967 79.8   13,023 78.1

売上総利益     1,938 22.8 1,766 20.2   3,659 21.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費     1,624 19.1 1,619 18.5   3,235 19.4

営業利益     313 3.7 147 1.7   424 2.5

Ⅳ 営業外収益 (※1)   96 1.1 125 1.4   112 0.7

Ⅴ 営業外費用 (※2)   87 1.0 106 1.2   180 1.1

経常利益     322 3.8 165 1.9   356 2.1

Ⅵ 特別利益 (※3)   118 1.4 1,177 13.5   269 1.6

Ⅶ 特別損失 (※ 
4,5)   122 1.4 1,062 12.2   176 1.0

税引前中間(当期) 
純利益     317 3.8 281 3.2   449 2.7

法人税、住民税 
及び事業税   133   121 223   

法人税等調整額   △1 132 1.6 △9 112 1.3 △16 207 1.2

中間(当期)純利益     185 2.2 168 1.9   242 1.5

前期繰越利益     389 452   389 

中間(当期)未処分利益     575 620   632 

            



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

ａ 満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法) 

ｂ 子会社株式及び関連会社株

式 

移動平均法による原価法 

ｃ その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算末日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は、全部資本直入法

により処理し、売却原価

は、移動平均法により算

定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

ａ 満期保有目的の債券 

同左 

ｂ 子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

ｃ その他有価証券 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

ａ 満期保有目的の債券 

同左 

ｂ 子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

ｃ その他有価証券 

時価のあるもの 

決算末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額

は、全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は、

移動平均法により算定) 

  

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

② デリバティブ取引 

 時価法 

③ たな卸資産 

 移動平均法による原価法 

② デリバティブ取引 

同左 

③ たな卸資産 

同左 

② デリバティブ取引 

同左 

③ たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

    建物・構築物・機械及び装

置 

    ……定額法。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

     車両及び運搬具・工具器

具及び備品 

     ……定率法。 

    

     なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

建物・ 
構築物 

３～50年

機械及び 
装置 

４～13年

    

  ② 無形固定資産 

     ソフトウェア 

……定額法(利用可能期

間５年)。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

     施設利用権 

     ……定額法。 

    



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ③ 長期前払費用 

     均等償却。 

  ③ 長期前払費用 

同左 

③ 長期前払費用 

同左 

３ 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、回収不能見込額を

計上しております。一般債権

は貸倒実績率法によっており

ます。 

３ 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 賞与引当金 

 従業員の賞与支出に充てるた

め、支給見込額に基づき計上

しております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認めら

れる額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異

(53百万円)については、５年

による按分額を費用処理して

おります。 

 数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)による按

分額をそれぞれ発生の翌事業

年度より費用処理しておりま

す。 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認めら

れる額を計上しております。 

 数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)による按

分額をそれぞれ発生の翌事業

年度より費用処理しておりま

す。 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき、当期末において発生

していると認められる額を計

上しております。なお、会計

基準変更時差異(53百万円)に

ついては、５年による按分額

を費用処理しております。 

 数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)による按

分額をそれぞれ発生の翌事業

年度より費用処理しておりま

す。 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく当中

間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上

しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく当期

末において発生していると認

められる額を計上しておりま

す。 

４ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

５ ヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 

   金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしているた

め特例処理を採用しておりま

す。 

５ ヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 

同左 

５ ヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 

同左 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段  金利スワップ 

   ヘッジ対象  借入金の利息 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ③ ヘッジ方針 

   借入金の金利変動リスクを回

避する目的で金利スワップ取引

を行っております。 

 ③ ヘッジ方針 

同左 

 ③ ヘッジ方針 

同左 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

   金利スワップの特例処理の要

件を満たしているため有効性の

判定を省略しております。 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 ① 消費税等の会計処理 

   税抜方式を採用しておりま

す。 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 ① 消費税等の会計処理 

同左 

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

 ① 消費税等の会計処理 

同左 



会計処理の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日)）及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。 

 これにより損益に与える影響はあ

りません。 

――――― 



追加情報 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号)に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割５百万円を、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

――――― ――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

(※1）有形固定資産の減価償却累計

額 

  11,376百万円

(※1）有形固定資産の減価償却累計

額 

  11,492百万円

(※1）有形固定資産の減価償却累計

額 

  11,494百万円

(※2）担保に供している資産並びに

担保付債務は次のとおりであ

ります。 

   (担保資産) 
有価証
券 130百万円

建物 2,698 〃 (2,698百万円)

構築物 734 〃 (734 〃 )

機械及 
び装置 2,736 〃 (2,736 〃 )

土地 1,346 〃 (1,346 〃 )
投資有 
価証券 4,657 〃   

合計 12,303 〃 (7,516 〃 )

(※2）担保に供している資産並びに

担保付債務は次のとおりであ

ります。 

   (担保資産) 

預金 130百万円

有価証
券 10 〃

建物 3,161 〃 (3,161百万円)

構築物 738 〃 (738 〃 )

機械及 
び装置 2,679 〃 (2,679 〃 )

土地 1,346 〃 (1,346 〃 )

投資有 
価証券 10,530 〃

合計 18,596 〃 (7,925 〃 )

(※2）担保に供している資産並びに

担保付債務は次のとおりであ

ります。 

   (担保資産) 

預金 50百万円  
有価証
券 90 〃  

建物 3,007 〃 (3,007百万円)

構築物 720 〃 (720 〃 )

機械及
び装置

2,711 〃 (2,711 〃 )

土地 1,346 〃 (1,346 〃 )
投資有
価証券

9,029 〃   

自己株
式 1,949 〃   

合計 18,905 〃 (7,785 〃 )

   (担保付債務) 

   ( )書きは内書で工場財団抵

当並びに当該債務を示しており

ます。 

   上記の他、有価証券のうち50

百万円、投資有価証券のうち60

百万円は輸入糖調整金支払保証

の担保に供しております。 

短期借 
入金 3,113百万円(1,613百万円)

長期借 
入金 3,801 〃 (3,801 〃 )

合計 6,914 〃 (5,414 〃 )

   (担保付債務) 

   ( )書きは内書で工場財団抵

当並びに当該債務を示しており

ます。 

   上記の他、投資有価証券のう

ち60百万円は輸入糖調整金支払

保証の担保に供しております。 

短期借 
入金 5,894百万円(1,894百万円)

長期借 
入金 1,907 〃 (1,907 〃 )

合計 7,801 〃 (3,801 〃 )

   (担保付債務) 

   ( )書きは内書で工場財団抵

当並びに当該債務を示しており

ます。 

   上記の他、投資有価証券のう

ち60百万円は輸入糖調整金支払

保証の担保に供しております。 

短期借
入金 5,659百万円(1,659百万円)

長期借
入金 2,965 〃 (2,965 〃 )

子会社
短期借
入金 

2,200 〃  

合計 10,824 〃 (4,624 〃 )

  3 偶発債務 

    金融機関借入等に対する保

証債務 

太平洋製糖㈱ 3,444百万円

  3 偶発債務 

    金融機関借入等に対する保

証債務 

太平洋製糖㈱ 3,125百万円

  3 偶発債務 

    金融機関借入等に対する保

証債務 

太平洋製糖㈱ 3,280百万円

㈱パールエー 
ス 

2,200百万円

  4 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺し、金額的重要性が

乏しいため、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しており

ます。 

  4 消費税等の取扱い 

同左 

  4    ――――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

該当事項はありません。 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(※1)営業外収益の主要項目 

受取利息 4百万円

受取配当金 83 〃 

(※1)営業外収益の主要項目 

受取利息 9百万円

受取配当金 90 〃 

(※1)営業外収益の主要項目 

受取利息 10百万円

受取配当金 83 〃 

(※2)営業外費用の主要項目 

支払利息 81百万円

(※2)営業外費用の主要項目 

支払利息 104百万円

(※2)営業外費用の主要項目 

支払利息 173百万円

(※3)特別利益の主要項目 
投資有価証券 
売却益 

118百万円

(※3)特別利益の主要項目 
投資有価証券
売却益 

1,174百万円

会員権売却益 3 〃 

(※3)特別利益の主要項目 
投資有価証券 
売却益 

269百万円

(※4)特別損失の主要項目 

建物除却損 102百万円

会員権評価損 13 〃 

退職給付会計 
変更時差異 

5 〃 

(※4)特別損失の主要項目 

減損損失 865百万円

建物除却損 3 〃 

役員退職慰労金 192 〃 

(※4)特別損失の主要項目 

建物除却損 115百万円

会員権評価損 14 〃 

退職給付会計 
変更時差異 

10 〃 

(※5)   ――――― (※5)減損損失 
   当社は、以下の資産グループ

について減損損失を計上しま
した。なお、当該資産グルー
プは当中間会計期間に売却済
であります。 

   (グルーピングの方法) 
   事業の種類別セグメントを基

本とし、将来の使用が見込ま
れていない遊休資産について
は個々の物件単位でグルーピ
ングをしました。 

   (経緯) 
   上記の土地については、産業

廃棄物処理施設等として利用
してまいりましたが、現在は
遊休資産となっており、時価
が下落していることにより帳
簿価格を回収可能価額まで減
額し、当該減少額を減損損失
として特別損失に計上してお
ります。 

   (回収可能価額の算定方法) 
   回収可能価額は正味売却価額

より測定しており、売却予定
価額により評価しておりま
す。 

用途 種類 場所
金額

(百万円)

遊休 
資産 

構築物

土地 
神奈川県

藤沢市 
842

遊休 
資産 

土地

長野県

北佐久郡

軽井沢町

23

計 865

(※5)   ――――― 

  6 減価償却実施額 

有形固定資産 299百万円

無形固定資産 0 〃 

  6 減価償却実施額 

有形固定資産 296百万円

無形固定資産 6 〃 

  6 減価償却実施額 

有形固定資産 589百万円

無形固定資産 1 〃 



(有価証券関係) 

(前中間会計期間末) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(当中間会計期間末) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(前事業年度末) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 244.91円 １株当たり純資産額 328.49円 １株当たり純資産額 260.13円

１株当たり中間純利益 5.31円 １株当たり中間純利益 5.62円 １株当たり当期純利益 6.53円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎 

 中間損益計算書上の中間純利益 

185百万円 

 普通株式に係る中間純利益 

185百万円 

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

  該当事項はありません。 

 普通株式の期中平均株式数 

34,996,624株 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎 

 中間損益計算書上の中間純利益 

168百万円 

 普通株式に係る中間純利益 

168百万円 

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

  該当事項はありません。 

 普通株式の期中平均株式数 

29,994,024株 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎 

 損益計算書上の当期純利益 

242百万円 

 普通株式に係る当期純利益 

227百万円 

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

  利益処分による役員賞与 

15百万円 

 普通株式の期中平均株式数 

34,872,611株 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  
(1) 
  

  
臨時報告書 
  

  
 企業内容等の開示に関する内閣
府令第19条第２項第９号(代表取締
役の異動)の規定に基づくもの 

    
平成17年４月４日 
関東財務局長に提出。 

  
(2) 
  

  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

  
事業年度 
(第72期) 

  
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
  
平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。 

  
(3) 
  

  
自己株券買付状況 
報告書 

      
  
平成17年４月12日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月17日

塩水港精糖株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている塩水港

精糖株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余

金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、塩水港精糖株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  小  松  育  三  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  小  野  信  行  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  藤  原     明  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月16日

塩水港精糖株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている塩水港

精糖株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余

金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、塩水港精糖株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より固定資産の減損に係る会計基準を適用して

いるため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  小  野  信  行  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  藤  原     明  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月17日

塩水港精糖株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている塩水港

精糖株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第72期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から平

成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、塩水港精糖株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  小  松  育  三  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  小  野  信  行  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  藤  原     明  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月16日

塩水港精糖株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている塩水港

精糖株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第73期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、塩水港精糖株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より固定資産の減損に係る会計基準を適用している

ため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  小  野  信  行  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  藤  原     明  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 
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